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大都 市圏には, 災害に対して非常に脆弱な地区が存在している. それ らの地区は都心部に在 り, 潜在

的には都市開発による高い収益が期待できるにもかかわらず, 個 々の区画は建物への建替えが依然とし

て進まず, 都市防災上は大きな問題の一っとなっている. 本稿は経済動学の分野で開発されてきた投資

タイミングモデルを発展させて, 災害脆弱地区の開発が進行しないメカニズムを描写するモデルを提示

し, それに基づいて災害脆弱地区の都市整備を促進する施策の効果を分析する. また, 便益帰着構成表

アプローチを用いて, 社会的純便益が建物利用者の享受する防災機能の向上から区画所有者が負担する

建設費用と営業費用を差し引いたものであり, 開発タイミングが便益の大きさを規定することを示す. 
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1. は じめに

大都市圏には, 老朽化した木造集合住宅が密集 し, 

街路も狭隆であり, また, 公園等のオープンスペー

スも不足した災害に対して非常に脆弱な地区が存

在している. それ らの地区は交通利便性が高い都心

部あるいは旧市街地部に在り, 潜在的には基盤整備

を伴 う都市開発による高い収益が期待できる. しか

し, 実際にはそのような地区では個々の区画は脆弱

な建物から頑強な建物への建替えが依然として進

まず, 都市防災上は大きな問題の一つとなっている. 

本稿は経済動学の分野で開発されてきた投資タ

イミングモデルを発展させて, 災害脆弱地区の開発

が進行 しないメカニズムを描写するモデルを提示

し, それに基づいて災害脆弱地区の都市整備を促進

する施策の効果を分析する. 

2. モデル作成の要点と既往の関連研究

モデルを作成する際の要点は, (1)各区画所有者が

開発タイミングを選択する最適行動のモデル化, (2)

ある区画所有者が選択したタイミングが他の区画

所有者に影響を及ぼすという外部性の導入, (3)地区

全体での(1)と(2)を踏まえた均衡状態 としての開発

の進行状況の描写, である. 

(1)については土地保有税の開発促進効果につい

て分析するために金本1}2)がモデルを示している. 

しかし, 行動モデルの範囲での効果分析に留まって

いる. また, 土地開発よりも一般的な投資タイ ミン

グの選択モデルとしては, Krugman3), Dixit4)があり, 

大瀧5), 脇田6)はそれらの解説と展開を行っている. 

これらは不確実性下のタイ ミング選択においては

投資の意思決定を遅らせることによる便益が存在

することを示 している. 多々納7)も不確実性下の公

共主体の開発タイ ミング選択モデルにおいて開発

の意思決定を遅らせることによる留保価値が存在

することを示 し, その性質を議論してる. また少 し

視点は異なるが, 榊原ら8)は安全性診断と関連する

補助制度を取 り上げ, 所有者の余命と家屋の履歴と

いう時間的要素と木造家屋更新の意思決定との関

係について分析 している. しかし, これ らのモデル

も, (2)と(3)への展開は難 しい. 

(2)と(3)に関しては, Murphy et al9)は個々の経済主

体の投資選択の結果として, 全員が投資する均衡と

全員が投資しない均衡の複数均衡が発生する可能

性があることを示 し, 後者の均衡が一種のSocial

dileaの 状態で社会的に不効率になる危険性を指

摘 している. しかし, それは静学モデルに留まって

お り, タイミングの問題は議論 していない. 松村10)
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は①～③をカバー してお り, 投資タイミングの選択

モデルに外部性とそれに関する不確実性を導入し, 

その結果 としていつまでもすべての経済主体が開

発を選択せず, 経済全体で未開発の状況が永遠に持

続するような可能性を指摘している. 

本稿では松村lo)で示されている完全情報下のモ

デルと金本1)のモデルをべ一スにしたモデルを示す, 

すなわち, 経済主体間の開発タイミングの選択に外

部性を導入し, そのもとで税制を含むいくつかの施

策の効果を分析する. 本稿で松村10)の意味での不確

実性を考慮しないのは, それがKmgman3), Dixit4), 

大瀧5), 脇田6)の意味での動的なプロセスで変化す

る不確実性 とは異なり, 都市整備に伴 うリスクをモ

デル化する上でどちらの不確実性が適用であるか

現在のところ筆者 らには判然としないためである. 

この点は今後の研究で取 り組みたいと考えている. 

なお, 本稿のモデルは災害の発生確率を考慮 してい

ないために防災対策に限らず, 一般的な外部効果を

持った都市整備促進施策にも適用できると考えら

れるが, 本研究の動機は防災対策としての都市整備

促進施策の必要性であり, これを目的として本稿の

議論 を進めていきたい. また, 確率 を考慮 していな

いために, 高頻度の災害に対 しては実際の被害を受

けるまで建替えをしないとい う行動が最適になり

得るという問題が考えられるが, 実際には脆弱な建

物であっても, 高頻度の災害規模では損傷 しないこ

とが多いと考えられる. 
一方, 災害脆弱地区の開発に関して実証的に分析

したものもいくつかある. 森地11)は災害脆弱地区に

おける都市整備を例示し, 現在の面整備制度が不十

分であり, 市場メカニズムの活用およびそのための

政策展開を検討する必要があると主張している. 本

縞は理論分析によりこの主張に応えているとも位

置付けられる. 金本l2)はわが国における住宅の補助

制度について整理 し, 近隣外部性の見地から住宅の

耐震性に対する住宅金融公庫の融資制度の正当性

について触れている. しかし, 災害による近隣外部

性については対策の必要性を述べるにとどめ, 充分

な分析ができなかったとして今後の課題に挙げて

いる. 本縞は, この課題, すなわち災害による近隣

外部性への対策 として何が有効か, に取 り組んだも

のとも位置付けられる. 

の
3. モアル

(1)モデルの前提条件

モデルは以下の主な前提条件に基づ く. 

1)地 区は1∈1={l, …, hj}のラベルを持つ有限個の

区画に分割されている. 都市整備によって区画

は変更されない. 

2)土 地資産は確率的に変動しないとする. すなわ

ち, 土地資産は所有者にとって安全資産である. 

3)各 区画の所有権は十分に競争的な市場で瞬時に

売買可能である. その価格が土地価格である. 

この土地価格に対して土地保有税が税率τで課

せられるとする. 

4)所 有権と代替的な安全資産の収益率は時間に依

らない一定値ρであるとする. 

5)各 区画の所有者が自区画に建設する建物のタイ

プはb∈B={w, 3}で あり, w: 脆弱, 5: 頑強で

あるとする. 
6)時 点は∫∈[0, mhg)で表 し, 各区画の開発により建

物タイプはw→5へ と変化する. 開発のタイ ミ

ングをτ ∈[0, jk)で表す. 

7)各 区画の所有者は自区画の建物を賃貸して, 収

入jk(∫)を得る. そのための営業費用をOl(∫)で表

す. 災害脆弱地区においては, この営業費用は

災害により確率的に変動するものであるが, こ

こでは簡単化のため少々厳密さを欠くが, 災害

による被害を考慮した維持 ・補修費用の年平均

支払額または理想的な保険料と考える. これに

より, 営業費用の減少額は期待被害軽減額とし

て捉えることができる. 

8)開 発に際しての建設費用はタイミングに依らな

いものとし, yと する. この費用は減耗 しない

建物資産価値となり, それには建物資産税が税

率τkで課される. また, この費用を借入れで賄

い, 無限期間にわたって各時点では金利分ρP1

のみを返済していくとする1). 

9)本 来, 賃貸収入は住宅市場の均衡を通じて内生

的に決定されるものであるが, 本稿での論点を

絞るためにこれを外生的に取り扱 う. また, 多

くの場合, 災害脆弱地区は都心部に位置 し, 潜

在的な需要が大きいことから, 本稿では各区画

の建物に関する需要は所有者から見て無限に弾

力的であるとする. さらに, 賃貸収入は建物タ

イプだけでなく, 地区の基盤施設整備水準であ

るρ(∫), 地区の全建物中に占める頑強建物タイ

プ の 数 β(∫)=1-{lk∈lib'=3}に 依 存 し て い

るとして, 4(∫)=4(∫, ρ(∫), β(∫))と表 す. なお, 

賃貸 収入 は年々上昇す るが, 営 業費用, 建物費

用は一定であるとす る. 営業費用, 建 物費用 を

一定 と置いたのは建築関係 の物価上昇 を差 し引

いて費用 を実質化 した もの と解釈できるので, 
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すべての物価が建築関係の物価上昇分だけ割り

引かれて評価 されていると考えなければならな

い. したがって, ここでの基本的な仮定は賃貸

収入の上昇率が費用の上昇率より高いことであ

る1). 

10)賃貸収入から営業費用, 建物費用, 建物資産税

を引いた純不動産収入は, 地区内に頑強建物数

が少ない場合には, 頑強建物より脆弱建物の方

が多く, 頑強建物数が多い場合には, 脆弱建物

より頑強建物の方が多いとする. これは, 地区

内に頑強建物が少ない場合には, 地区全体の安

全度が低いため頑強建物でも十分な賃貸収入を

獲得することができないにもかかわらず, 費用

や税金のみが高いため, 脆弱建物よりも純不動

産収入が少なくなると考えるものである. 

11)災害脆弱地区においては, 自区画が頑強な建物

の場合には, 倒壊などによる直接的な被害から

免れ, かつ近隣も頑強な建物であれば避難が可

能である. しかし, 自区画が脆弱な建物の場合

には, 例え他区画あるいは地区全体が頑強な建

物であっても, 避難する前に自区画の建物倒壊

による被害を受けるために, 災害から免れない

と考えられる. すなわち, 脆弱な建物の災害リ

スクは, 他区画の建物更新によって軽減 しない

と考えられる. したがって, 賃貸収入4(∫)は 自

区画の建物が更新されない場合には, 他区画の

建物更新による影響を受けないとする. また, 

これ と同様な理由から脆弱な建物における賃貸

収入の上昇率も, 少なくとも頑強な建物より高

いとは考えられない さらに, 地区全体の防災

レベルが高いほど, 将来に対する期待が大きく, 

賃貸収入の上昇率が高くなるとする. 

l2)この地区の都市整備が実現して防災性能が向上

することは他の地区を含めた地域全体の防災性

能の向上に資するとし, そのため, この地区で

都市整備が早期に実現するほど建物利用者にと

っては望ましいものとする. 

(2)モデルの作成

区画のラベルを省略して表せば, 開発タイ ミング
がτである場合の時点∫における土地価格 γ(T, t)

は, 代替的安全資産との無裁定条件から次式に従 う. 

Fort<T

(ρ+τ)γ(7, ∫)=ljk+(∫)-w(∫)

(1)

Fort>T

(2)

(ρ+τ)γ(7, ∫)oγ)+(∫)一O(∫)-(ρ+τ ρP

この時点 ∫での土地価格は次のように書き表せる. 

V(T, t)

1{(3)-O(3)-τ γ(7, s)}exp-ρ(3-∫)j

+kl(5)-(3)-(ρ+η)P一 τγlkj(∫<η

exp{-ρ(s-t)j

J{4(5)-ρ, (3)(ρ+τ ・)P-τ γ(75)}
(∫≧η

exp← ρ(s-t)}kl

(3)

式(1), (2)と弍(3)が 整 合的であることは, 式(3)の 両

辺 を時点 ∫について偏微 分す ることで容易 に確か

め られ る. 式(1), (2)ま たは式(3)を 満 たす土地価格

γ(τ, ∫)の具体的な解は, 合 理的バブル が発生す る場

合13)を除けば, 不動産からの純収益を代替資産の割

引率 と土地保有税率を合わせた ρ+τ で現在価値に

割 り引いた ものになる. 

v(z, r)=

f{rw(s)-cw(s)}exp-(p+z)(s-t)}ds

+∫{(s)-ρ, (5)-(ρ+τ)P} (∫<η

exp←(ρ+τ)(5-∫)}kj

∫kjh(s)-(3)-(ρ+η)B

exp(ρ+τ)(s-t)}lkj

(∫≧η

(4)

式(4)から初期時点∫=0で の土地価格, すなわち, 

区画所有者の利潤の現在価値は次のようになる. 

V(T, 0)

J{rw(s)cw(s)}expf-(p+z)s}ds
(T>0) (5)

+J{jk(S)-ρ, (3)-(ρ+τ)P}exp9ρ+τ)5klj

∫ξ<3-(S)-(ρ+η)exp9ρ+τ)jk=0)

区画所有者は これ を最大にす るよ うな開発 タイ ミ

ングτを選択する. γ(jk)が凹 関数 であることを仮定

するが, あ る区画の建物賃貸収入は他の区画の開発

タイ ミングにも依存 してお り, そ のため γ(・)は連続

であるが, jh∫), Ol(∫)はすべての ∫に関 して必ず し
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も連続 ではないので, す べての τについて微分可能

であるとは言 えない. そ の場合の厳密な最大化問題

については, 劣 微分の概念(例 えば, 津 野14)を参照)

を用いて分析すべ きであるが, 本 稿のモデル では, 

次 の条件で表 され る. 

V(T-h, 0)<V(T, 0)andV(T+h, 0)<V(T, 0)

forallhE(0, 00) (6)

これ は左微分が非負, 右 微分が非正であることを意

味 す る. た だ し, 7=0で 最 大 とな る場 合 は, 

γ(7+kj, 0)≦ γ(7, 0)だ け であり, 右微分が非正である

ことが条件になる. 7>0の 場合, 式(5)の 目的関数

に対 しては微分係数は一般に式(7)の よ うに表 され

る. た だ し, 後 で説明するよ うに τがある値lk=7l

を 取 る 前 後 で, 開 発 後 の 純 不 動 産 収 入

7∫(∫)-O(∫)-(ρ+τ)Pが 不 連続 となる場合 には, 微

分係数 の関数表現 は同 じであって もその前後で微

分係数 の値は異 なる. 従 って, 厳 密 には微分不可能

な場合 が含まれていることに注意が必要であ り, 式

(6)はそ の場合の最大化条件 を表 している. 

av(T, o>={rw(T)-cw(T)}exp{-(p+Z)T}aT
-{r, (T)-c, (T)-(p+z

k)P}exp{-(p+z)T}
(7)

式(7)に基づいて右微分と左微分を調べて, 不連続で

あっても, 非負から非正に変化する時点τを見つけ

れば, そこが最適開発タイ ミングになる. 

(3)実現する均衡状態

すべての区画が均質で対称な均衡を考え, さらに

すべての区画所有者が他の区画の開発状況を知り

得るとする完全情報下のゲームとして見た場合, 松

村lo)と同様に本モデルにおいても, 任意の∫∈[0, lkl)

について, a)すべての区画で開発が行われる均衡と

b)すべての区画で開発が行われていない均衡が存

在 し得る. 都市整備の早期実現を可能にする政策は

b)の均衡が成立する可能性を排除して, a)の均衡が

実現する可能性を高めることである. 

実際にはすべての区画が均質でないために, ある

開発タイ ミングにおいて開発前後の純不動産収入

の大小関係が逆転する区画 としない区画が存在す

る. この場合にはa), b)以外の均衡 すなわち開発

が行われる区画と開発が行われない区画が混在す

る均衡が存在する可能性があり, 区画の不均質さの

程度によって均衡が複数存在し得る. このように各

区画が均質でない場合についても分析する必要が

あると思われるが, 本稿ではこの分析までを対象と

しない. これについては不均質さの程度と開発タイ

ミングとの関係などを分析する必要があり, 今後の

課題としたい. なお, すべての区画が均質でない場

合でも, ある区画の開発タイミングの早期化により

他の区画における開発後の純不動産収入が増大す

るため, 全区画が同時に開発しないものの他の区画

の開発タイミングも早期化する場合が存在すると

予想される. 

4. 都市整備促進施策とその効果

(1)施策の内容とモデルの特定化

すべての区画で開発が行われて頑強な建物への

変更が早期に実現するようにするための施策は, 主

なものとして, (1)土地保有税率τを変更すること, 
(2)建物資産税率 τ々を変更すること, (3)開発費用(建

物建設費用)に対 して一定率の補助金を支出するこ

と, (4)一定数の区画については公的主体が土地所有

権を獲得して開発を実施することが挙げられる. 以

下では, これらの施策の効果について考察する. 

議論を単純化するために地区には2区 画 しか存

在 していない場合を考え, さらに次のような特定化

を加える. 

1={1, 2}

π(∫, ρ(∫), β(∫))nρ0, (∫, ρ(∫), 1)=ρ0β ρ

κ(∫, ρ(∫), 2)=ρoβjh

Ojk(∫)-O3, O(∫)-O2

zρoβP-Oρ-(ρ+τ ∂P

≦ ρ0-O3≦ ρ0β2-(2-(ρ+τ ρP (8)

ここでは, 7=71に おいて全区画で同時に開発が

行われるような均衡を基準均衡として想定する. そ

の上で, (1)～(4)の施策が個々の区画所有者にこの均

衡から離脱 して早期に開発を行 う誘因を与えるか

どうかを検討する. ただし, 施策による効果を実際

に計測するためには, 基準均衡における開発タイミ
ング君を知る必要がある. この開発タイミングは区

画所有者の開発に対する信念形成によって決定さ

れると思われるが, 本稿ではそのモデル化までを対

象としない. このモデル化ができれば計測可能であ

るが, これについては今後の課題としたい. 

(2)モデルの図解

図一1～7はすべて開発タイミングと土地価格の現

在価値の変化分との関係を表 したものである. まず, 

図一1はすべての区画で開発が行 われ ない均衡 を
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表 している. 図一2は 名において一方の区画で開発

が行われ, それによって全区画で開発が行われる均

衡を表じている. この2つ の基準均衡においては, 
一方の区画所有者がそこか ら離脱 して早期に開発

を行 うことも, 開発を遅らせることもいずれも得策

でない. すなわち, 次の条件が成 り立っている. 

∂γo)>okjhhgf
77<τ (9a)

∂γ ・o)<okjh7T>kj

(9b)

式(9)と 同様 に ∂γo)の 符号条件 を図解 によって調

べ るために, 図 には次の3つ の曲線 が描かれ てお り, 

図一1 すべての区画で開発が行われない均衡

AA: {r'QSZ-c-(p+tk)P;exp{-(p+r)T;

BB': (ρo-og)exp{(ρ+τ)η

CC': {rOS, c(A+r,)P}exp{-(p+rlT

(+)=gfd,k>o, (-)fgk;l<o

図一2 71に おいて全区画で開発が行われる均衡

図一3 土地保有税率τの引き上げ(施策(1))

図一4 土地保有税率τの引き下げ(施策(1))

図一5 建物資産税率 τん引き下げの効果(施策(2))および

建物建設費Pへ の補助金給付の効果(施策(3))

図一6施 策(2), (3)による開発タイ ミングの早期化誘導

図一7一 方の区画の公的な開発による効果(施策(4))
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以下ではこれ らの曲線 に着 目して分析 を進める. 

AA: {rQS2-c(o+zk)P}exp{(p+z)T}

BB': (ρo-03)exp{(ρ+τ)τ}

CC': {ρoβ 〇3-(ρ+τ)P}exp{(ρ+τ)τ}

こ こで, AとBBの 差 は, 他 区 画で開発がなされ

た場合 に, 自区画での開発を遅 らす ことによって生

じる地価の変化である. 今, 均 衡 か ら離脱 して早期

に開発 を行 う誘因を作 り出す ためには, 7<η の範

囲で, 一 方の区画所有者が単独で開発 を行った場合

に, ∂γo)が 正 か ら負 に転 じるよ うな時点が存在す

るように曲線BB'とCC'を 変 化 させ ることである. 

この符号の転 じる時点が開発 タイ ミングであ り, そ

の条件式 は式(10a)の よ うになる. た だ し, 両 辺 に

exp{(ρ+τ)7}が あ るため, この条件式は式(lOb)の

よ うに書 き換 えられ, 土地所有税が開発 タイ ミング

に寄与 しないことを示 している. す なわち, (1)の施

策は開発 タイ ミングを早期化する誘因を持たない. 

これは, 金本1}2)と同じ結論である. 

図一2に 示 され るBB'とCC'の 交 点は, 単独 の区画

のみで開発 した場合 にお ける開発前後の純不動産

収入が同 じになる時点 である 初期時点では左辺が

右辺を上回っているため, 2っ の 曲線が交差す るに

は, 純 不動産収入が時間を追って変化 し, かつ右辺

の変化率(上 昇率)が 左辺の変化率(上 昇率)を 上

回る必要がある. す なわち, 純 不動産収入の変化率

の相対的 な関係が開発 タイ ミングを決定す る条件

となる. したがって, これを変化 させ る施策 が開発

タイ ミングを変更 し得 る施策の条件 である. 

(ρo-O3)exp{-(ρ+τ)τ}
(10a)

={ρoβ ρ-O(ρ+τ)P}exp{-(ρ+τ)τ}

ρ0-O={ρ0βP-O2-(ρ+τ)P} (10b)

(3)開発タイミング早期化の可能性

(1)の施策が開発タイ ミングを早期化する誘因を

持たないことは前節で述べたが, まず, それについ

て確認 してみる. 図一2を基準均衡 とした場合, 土

地保有税率τを引き上げると, すべての曲線が同じ

ように急な勾配で減衰するだけで交差する時点は

移動しない(図一3). 一方, 土地保有税率τを引き下

げると, すべての曲線が同じように緩やかに減衰す

るだけで交差する時点は移動しない(図一4). また, 

図一1を 基準均衡とした場合も同様で, (1)の施策を

実施 しても交点を持たない. したがって, (1)の施策

は開発タイミングを早期化し得ない. 

(2)の施策において, 建物資産税率τ を引き下げ

ると, 曲線CC'は 全体 に上方ヘシフ トし, 7<hの

範 囲内で交点を持ち得 る(図一5). (3)の施 策は, 曲線

CC'に 含 まれ るPを 減少 させ ることになるので, (2)

にお いて建物資産税 率 τ々 を引 き下げるの と同様の

効果を持つ(図-5). (2)の 建物資産税率の引き下げと

(3)の建設補助金の給付はそれ らを大幅に行 えば, 曲

線CC'全 体 をBB'の 上 方にシフ トさせ ることができ, 

両方の区画所有者 にとって0≦7≦7;の す べての

時点Tに おいてhfo)<0と な るため, T=0で 開発

をすることが最適になる. その場合には, 7=0で

両方の区画が開発されるタイプa)の 均衡が実現す

る(図一6). 図一1を基準均衡とした場合, (2), (3)の施

策については, 税率の変化, 補助金の大きさが小さ

ければ開発のタイ ミングは依然として基準均衡の

場合と同じに留まり, 早期化されない場合がある. 

すなわち, それらの施策によって開発が早期化され

るためには, ある程度の大きさで税率等の変更を行

わなければならない. したがって, これ らの施策に

は有効となるためのある臨界値が存在することに

注意しなければならない. 

(4)の施策は, 7=0に おいて一方の区画を公的主

体が買収して開発すると, 他方の区画所有者にとっ

ては曲線CC'は 意味を持たなくなり, 0≦τ≦Zの

す べての時 点7に お いて"gjfo)<0と な るため, 

τ=0で 開発をすることが最適になる(図-7). 

以上述べてきたことのうち, 施策によって単独の

区画所有者が開発タイ ミングを早期化する誘因を

持つかどうかについては, 金本1)2)で示されている

結論を確認したものである. しかし, 本研究では施

策による個々の区画の開発タイ ミングだけでなく, 

その外部効果がもたらす全区画の開発タイミング

の早期化, すなわち, 社会全体に対する効果につい

て分析することを目的としている. その具体的な内

容については次章で述べる. 

5. 開発タイ ミングの早期化便益

4章 で示 したそれぞれの施策は公的主体の税収

変化や財政支出変化を発生させる. また, 開発タイ

ミングの早期化に伴って当該地区および他の地区

を含めた地域全体の防災性能が向上し, 土地価格が

変化 して区画所有者の利潤も変化する. ここでは, 

都市整備の促進施策に伴って各主体が享受する便

益と支払 う費用および社会的純便益を便益帰着構

成表アプローチ15)16)を用いて分析する. 分析は4章

で示した施策(2), (3)を実施 した場合について詳細に
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行 うこととし, 施策(4)を実施 した場合にっいては施

策(2), (3)に対する分析結果を用いて後から分析する. 

また, 施策(1)については4章 でも示 したように開発

タイミングを早期化する誘因を持たないため, 検討

対象から除外する. 

(1)前 提条件

分析にあたっての前提条件を以下に示す. 

1)議論 を単 純化 す るため に地 区 には2区 画

(1={l, 2})しか存在しないとする. 

2)施策(2), (3)の具体的な内容としては, 初期時点

∫=0に お いて 区画1だ け建物 資産税率 τ々 を

(1一ξ)τ々(ξ: 減税率(0<ξ<1))に 変更するととも

に, 建 物建 設費 用 の補助金 δP, (δ: 補助率

(0<δ<1))を 給付するものとする. 

3)施策が実施 されない場合は, τ'=71'において全

区画で開発が行われるような均衡(既述のb)の 均

衡)を基準均衡 として想定する. また, 施策が実

施される場合は, 区画1が 開発タイ ミングを早期

化するとともに, 他の区画も区画1と 同時に開発

することが最適であるため, 全区画で同時に開発

タイ ミングがτ'=jhgに早期化することとなる. 

本分析では区画1の みに施策(2), (3)を実施し, そ

れが社会全体に与える影響を捉えることとする. 

4)地区内には区画毎にその所有者 と建物利用者が

1人 ずつ存在するとともに, 地区全体を一括 して

取り扱っている都市政府が存在するとする. この

内, 建物利用者は簡単化のため家計のみを考える. 

5)対象地区の基盤施設整備水準ρは施策によって

変化しないこととする. 

6)各主体の便益は, 期間によって異なる. よって, 

期間を初期時点～施策有の開発 タイ ミング(期

間: 0<∫<711), 開発タイミングが早まった期間(施

策有の開発 タイ ミング～施策無の開発タイミン

グ(期間: 73<∫<I11)), 施策無の開発タイミング

以降(期間: 711<∫)の3つ に分けて整理する. 

(2)施 策(2), (3)による各主体の便益

a)区画1の 所有者の便益

施策による区画1の 所有者の便益は, 以下のよう

になる. なお, 各式は∫時点における便益を0時 点

の現在価値に換算 した形で表現 している. 

(期間: 0<∫<gf)

{kjr(∫)-Okj(∫)}exp(-(ρ+τ)∫)

-{(∫)-O(∫)}exp((ρ+τ)∫)=0
(lla)

(期 間: jhg<∫7il)

「r'(t)-Ok∫)-{(1-δ)ρ+(1-ξ)τ}1)11exp((ρ+τ)∫)

-{rw(t}-cw(t)}exp(-(p+z)t)

==[{11(∫)-(∫)}-{Oξ(∫)-O(∫)}

-{(1-δ)ρ+(ξ)τ}PlleXP(-(ρ+τ)∫
(llb)

(期 間: η1<∫)

[(∫)-〇1(∫)-{(1-δ)ρ+(1-ξ)τ1)1]exp-(ρ+τ)∫)

-{r, (t}-cs. (t)-(o+zk}P}exp(-{p+z)t)
={(o+ξ τ})1)1}exp(ρ+τ)∫)

(11c)

したがって, 区画1の 所有者便益は次のように整理

される. 

(期間: 78<∫<7i1)

便益=建 物賃貸収入の増大分一営業費用の増大分
一建物建設費用返済額の増大分+建 設費補

助金一建物資産税支払額の増大分

ただし, 建物賃貸収入の増大分には, 区画2が 頑

強建物になったことによる増大分を含んでいる. 

(期間: 711<∫)

便益=補 助金による建物建設費用返済額の減少分

+建 物資産税支払額の減少分. 

b)区画1の 建物利用者の便益

本研究では開発 タイミングの早期化による便益

を解明することに焦点を絞るため, 区画1の 建物利

用者である家計は, 資本蓄積を行わないと仮定する. 

これにより家計は各時点のみの効用水準を最大化

するように消費行動すると仮定でき, ある時点のみ

に着目して評価できる. このとき, ∫時点における

建物利用者の効用水準び は次のように表される. 

U1==[p(t), ρ(∫}β(∫}y(∫)-(∫)] (12)

ここで, p(∫): ∫時点における各種財の価格ベク トル

(市場はオープンであると考え, 施策による影響を
受けないとする), y(∫): ∫時点における可処分所得

(地区外で獲得する所得で, 施策による影響を受け

ないとする). 

施策が実施 されると, 開発タイ ミングが早まった

期間内(I8<∫<711)だ け, kjh(∫)とβ(∫)が変化するた

め, ∫時点における建物利用者の便益構成は次のよ

うに表される. 

(期 間: 0<∫<lkj)

0

(期 間: jく ∫く711)

μkjh
-jkh
14exp(-ρ ∫)

(13a)
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=kjh
・{-l(∫)+lkj(∫)}exp(-ρ ∫)

(13b)

=lk
1hjg;l{(∫)-z(∫)}+4β(∫)]exp(-ρ ∫)

(期 間: 71l<∫)

0 (13c)
ここで, jh: 効用変化に対する限界支出

したがって, 区画1の 建物利用者には期間(73<∫<

η1)のみ, 次のような項 目の便益が帰着する. 

便益=一 建物賃貸料支払額の増大分+防 災性能の

向上分(対 象地区での頑強建物占有割合が高

まり, 地区の防災性能が向上する分)

c)区画2の 所有者の便益

施策により区画1で 開発タイ ミングが早まるこ

とにより, 区画2で も開発タイミングが712=η1に

早まる. 区画2に は建物資産税率の軽減も補助金の

給付もないことに注意して整理すると, 区画2の 所

有者の便益は次のようになる. 

(期 間: 0<∫<7j

{Yw(t)-Cw(t)}exp(-(p+z)t)
-{rw(t)-cw(t)}exp(-(p+z)t)=0 (14a)

(期 間: 78<∫<711)

{r, 2(t)-c2Ct)-CP+zk)P2}expC-CP+z)t)

-{kl(∫)-O3(∫)}exp(-(ρ+τ)∫)

=[{2(∫)-Z3(∫)}-{O3(∫)-O3(∫)}

-(p+z
k)P2)exp(-(P+z)t)

(14b)

(期 間: η1<∫)

{lkj2(∫)-O3(∫)-(ρ+τ)P2}exp(-(ρ+τ)∫)

-{r2(t)-cs(t)-(p+zk)P2}exp(-(p+z)t)=0
(14c)

したがって, 区画2の 所有者には期間(78<∫<711)

のみ, 次のような項目の便益が帰着する. 

便益=建 物賃貸収入の増大分一営業費用の増大分
一建物建設費用返済額の増大分一建物資産

税支払額の増大分

ただし, 建物賃貸収入の増大分には, 区画1が 頑

強建物であることによる増大分を含んでいる. 

d)区画2の 建物利用者の便益

区画1と 同様に, 区画2の 建物利用者である家計

の効用水準σ2は次のように表される. 

O2=σ[p(t), ρ(∫), β(∫), (∫-2(∫)] (15)

開発タイ ミングが早 まった期間内(hく ∫<η1)だ

け, lk2(∫)とβ(∫)が変化す るため, ∫時点における区

画2の 建物利 用者の便益構成 は区画1と 同様 に次

のよ うに表 され る. 

(期間: 0<∫<78)

0 (16a)
(期 間: 73<∫<zl)

0e-

m4exp(-ρ ∫)

=lkj-jh2(∫)+k(∫)}exp(-ρ ∫) (16b)

=0kjh-hglk[-2(∫)-(∫)}+khg(∫)]exp(ρ ∫)

(期 間: 711<∫)

0 (16c)

したがって, 区画2の 建物利用者には期間(78<∫<

η1)のみ, 次のような項目の便益が帰着する. 

便益=-建 物賃貸料支払額の増大分+防 災性能の

向上分(対 象地区での頑強建物占有割合が高

まり, 地区の防災性能が向上する分)

e)都市政府

都市政府は, 区画所有者から徴収 した税金(建 物

資産税, 土地保有税)を 財源として, 建物資産税率

の引き下げおよび建物建設費用の補助金給付を行

い, この財政収支が対象地区内で期間を通 してバラ

ンスしているとする. 施策(2), (3)を実施した場合, 

各期間における都市政府の財政収支の変化は次の

ように表 される. 

(期 間: 0<∫<78)

Σ1τγ(1To, t)-τ γ(1, ∫)lexp(-μ) (17a)

(期 間: kjhく ∫<7i1)

Σ ・{τγ(η1, ∫)-τγ(1, ∫)+τP}-(jhg+ξ τ)pl]exp(-μ) (17b)

(期 間: τ1<∫)

[Σ{τγ(1To, t)-τ γ(1, ∫)}-(+ξ τ)pl]exp(μ) (l7c)

式(4)を 用 いて これ らを整理する と次のよ うになる. 

(期間: 0<∫<78)

τ<gdlks)-O(5)}exp(-(ρ+τ)(-gf))4

+kjh{1(3)-Ol(8)-(ρ+τ)P'}exp(-(ρ+τ)(3-∫))43

-J"{rw(S)-cw(s)}exp(-(p+T)(s-t))ds

-∫kjh(3)-ρ;((ρ+τP}exp(-(ρ+τ)(∫))4・1

+gfkl{(hgfd)+ξτ)P1}exp←(ρ+τ)(∫))>expμ)

=τ Σj[4(5)-4(s)-{ρ1(5)-O(3)}

-(ρ+τP1)']exp(-(ρ+τ)(3-∫))43

+gdkl{(kh+ξ τ)P1}exp-(ρ+τ)(5-∫))43>exp-μ)

(18a)
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(期 間: hf<∫<7il)

τ Σkh(s)-Ol(3)-(ρ+τ)P'}exp(-(ρ+τ)(5-))4s

-fry{Y'x, (S)-Ctiy(s)}exp(-(p+z)(s-t))ds
-fgdkl(s)-Ol(3)-(ρ+η)exp←(ρ+τ)(gfdkl))

+r{(kjh+ξ τ)P1}exp(-(ρ+τ)(hg∫))4sexp(-μ)

+{Σ τP(hgξ τPP}exp(kl)

=τ Σ1(S)-Z↓(5)-{Ol(S)-O(S)}

-(ρ+τ ρP']exp(-(ρ+τ)(s-∫))4s (18b)

+f{(hgl+ξ τ)P1}exp(-(ρ+τ)(3-∫))4s>exp-μ)

+hglkτP'-(h+ξ τP1}exp(-μ)

(期 間: 7il<∫)

τ/Σlf{4(3)-Ol(s)-(ρ+τ)P'}exp(-(ρ+τ)(s-∫))4s

-f{4'(3)-Ol(3)-(ρ+τP'}exp(-(ρ+τ)(s-∫))451

+f{(jhg+ξ τ)P1}exp(-(ρ+τ)(s-∫))4exp(-4)

-(gdlk)+ξ τ1)1exp(-ρ ∫)

=τr{(δ;o+ξ τ)P1}exp(ρ+τ)(s-∫))43exp(-μ)

-(δ)+ξ τj)plexp(-ρ ∫)

(18c)

したがって, 各期間における都市政府の財政収支の

変化は次のように整理される. 

(期間: 0<∫<kjh)

収支変化=将 来の利潤増大に伴 う地価変化による

土地所有税の増大分

(期間: 78<∫<7i1)

収支変化=将 来の利潤増大に伴 う地価変化による

土地所有税の増大分+建 物資産税の増

大分一施策費用

(期間: 711<∫)

収支変化=将 来の利潤増大に伴 う地価変化による

土地所有税の増大分一施策費用

(3)便 益帰着構成表

前節で求めた各主体の便益を表-1の 便益帰着構

成表に整理する. なお, 表中の各項は各時点におけ

る便益を全時点に亘って合計した形で表現する. 

まず表の最上段に区画別の2主 体と都市政府を

列挙するとともに, 左端に便益と費用の項目名を列

挙する. 次に主体毎の具体的な便益と費用の項(式)

を記入する. 区画1の 所有者及び建物利用者の欄は

それぞれ式(11), 式(13)の各項を記入する・区画2

の欄にはそれぞれ式(14), 式(16)の各項を記入する・

都市政府の欄には式(18)の各項を記入する. ただし, 

区画所有者の欄については土地保有税に関係する

項と関係しない項に分離して記入する. 各項の記入

が終了したら縦横の合計を計算する. この時, 縦方

向の合計は各主体の便益の合計を示 している. 横方

向の合計は地区全体での便益と費用の項目毎の合

計を示してお り, 便益 と費用の各項目の内, 建物賃

貸料の変化と建物資産税の変化がキャンセルされ

ることが明確になっている. なお, 合計する際には, 
∂e∂U≡1としている. したがって, 施策(2), (3)がも

たらす便益は, 開発タイ ミングが早まった期間にお

ける各区画の建物利用者の防災性能向上便益から

建物建設費用と営業費用を引いたものとなる・これ

が社会的純便益であり, 表-1の<23>と して示され

ている. この社会的純便益は現在価値化されている

ため, 開発タイ ミングの早期化期間が便益の大きさ

を規定している. また税は開発タイミングを通じて

影響し合い, 社会的純便益には税収額が直接影響 し

ない. したがって, 開発タイミングの早期化が社会

的純便益の極大化に寄与することとなる. 

言い換えると, 補助金や税金の軽減の財源が地区

全体の区画所有者から徴収する税金であるため, 地

区全体としてはキャンセルされ, 減税率や補助率の

大きさは社会的純便益に寄与しない. しかし, 前章

で述べたように開発タイ ミングの早期化を実現 さ

せる施策には臨界値が存在するため, ある大きさ以

上の減税や補助を行 う必要がある. 一定の財源を多

くの区画所有者に配分する場合には, 1件 当たりの

補助額が少なくなり, 臨界値を越える可能性が低い. 

すなわち, 開発タイミングが早期化する可能性が低

い. それに対して同じ額の財源をいくつかの区画所

有者だけに投入すれば, 臨界値を越える可能性が高

いため, 当該区画の開発タイミングが早期化する可

能性が高い. そ して, それに追随して他の区画も開

発タイミングが早期化する. すなわち, 全区画に投

資するよりもいくつかの区画のみに投資する方が, 

全区画において開発タイ ミングが早期化する可能

性が高い. また, 施策に必要な財源を確保するとい

う点でも有利である. このことが本稿が最も主張し

たい点である. ただし, 他の区画が開発 されるか否

かに左右 される空間的範囲は限られる. 例えば, 幅

員の広い道路は延焼を防ぐ機能を果たすため・そこ

で開発の連鎖が途切れる可能性がある. した炉って, 

連鎖する範囲が小さければ, この施策の効果も小さ

くなるため, 実際に施策を適用する際には, 近隣外

部性の影響範囲についての吟味が必要となろう. ま

た, ある区画所有者のみが減税や補助を受け, それ

以外の区画所有者はそれ らを受けずに費用を負担

するため, ある区画所有者のみが得をすることとな

り, 公平性の問題が生じることにも注意が必要であ
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る. この問題を解消する方法の1つ が施策(4)である

と考えられる. これについては, 次節で述べる. 
一方, 本モデルでは明示的に取 り扱っていないが, 

施策(減税や補助金給付)を実施 した地区(以下, 地区

内と呼ぶ)で都市整備が行われることにより, 施策

を実施しない地区(以下, 地区外と呼ぶ)においても

便益が発生する. 本縞では施策を実施する箇所を限

定するために便宜的に地区を設定したが, 頑強建物

タイプの数β(∫)は地区内に限定する必要はなく, 地

区外も含めた地域全体の防災性能向上として捉え

ることが可能である. すなわち, 地区外の住民も地

区内に避難 したり, 地区内の道路を避難経路として

利用でき, 地区外の防災性能も向上させる. 本モデ
ルではここまで議論をすっき りさせるためにβ(∫)

を地区内で捉えてきたが, β(∫)は地域全体で捉える

ことが可能である. β(∫)を地域全体の頑強建物タイ

プの数として捉えた場合, 表一1の便益帰着構成表

には地区外の建物利用者, 区画所有者の列が追加さ

れ, <9>～<16>の 上付添字2を 地区外を示す上付添

字に変更した項が便益と費用として追加される. 都

市政府の列の<17>～<19>に おける∫の範囲が地区

外まで含むこととなる, また建物賃借料の変化は地

区外でキャンセルアウトするが, 施策に必要な費用

は地区内で確保 していると仮定すると, 都市政府に

おいて建物資産税や土地保有税の税収が増大する. 

したがって, 社会的純便益には開発タイミング早期

化期間における地区外の建物利用者の防災性能の

向上便益(<lO>に相当する項), 区画所有者の営業費

用と建物建設費用の増大(<l2>, <13>に 相当する項), 

建物資産税と土地保有税の増大(<14>, <15>に 相当

表一1施 策(2), (3)による開発タイ ミング早期化の便益帰着構成表

<1>=-ghlkjh
lu. 1(∫)-(∫)}exp(-ρ ∫), <2>-1gfdk1u(∫)exp(-ρ ∫)4∫, <3>-∫{1(∫)-r(∫)}exp(-μ)

<4>=-gdfkl{O1(∫)-O(∫)}exp(-ρ ∫)4∫, <5>-gfdjlexp(-ρ ∫Plexp(-ρ ∫)hfd, 

<6>=-jhgτplexp(-μ)kjh+ξ τPlexp-jkh

<7>-fkl[{kj(∫)-∫)}-{O1(∫)-O(∫)}-(ρ+τ)pl]{exp←-1}exp-μ)4+(gdkl+ξ η)pl{exp←hg一1}exp← μ)4∫, 

<8>=hglkf[{(∫)-(∫)}-{O1(∫)-O(∫)}-(ρ+η)P1]{expα ρ+τ)∫)hgkjhg(h+ξ η)Plexpρ+τ)∫)gfdkl

<9>=-hfklukjh{(∫)-(∫)}exp(-μ)gfk<10>=dfslk2(∫)exp(-μ)

<ll>=hgflk(∫)-(∫)}exp(-μ)fdk, <l2>=-∬{Or(∫)-O3(∫)}exp(-fldk), <l3>=-fdlk2exp(μ)gldfk, 

<14>=-∬ τP2exp(ρ ∫)gdkl, <15>=[jh(∫)-(∫)}-{ρ1(∫)-Oglfdk(∫)}-(ρ+η)P2]{exp←fkl-1}exp← μ)hjg, 

<16>hgfl[{(∫)-(∫)}{O(∫)-O(∫)}-(ρ+τ ρP2]{expα ρ+τ)∫)4∫, <17>=-hgfk;l1exp(-ρ ∫)4∫, 

<l8>=1Σ τP'exp(-ρ ∫)4∫-∫ ξτPlexp(-ρ ∫)4∫, 

<19>=rτ/Σhg;l(s)%(s)-{ρ;(s)-O(jkh)}-(ρ+τ)P']exp←(ρ+τ)(s-∫))gf;kl+hgf{(hg+ξ τpP1}exp←(ρ+τ)(s-∫))kj/exp← μ)4∫, 

<20>=-kjΣ, {Ol(∫)O(∫)}exp(-ρ ∫)4∫, <21>=-∫fsρ Σ, P'exp(-ρ ∫)4∫, <22>=gfdkli1Σkjhu4∫(∫)exp(-ρ ∫)4∫, 

<23>=∫ Σkjhu4∫(∫)exp(-ρ ∫)4∫-∫liΣ{Ol(∫)-O(∫)}exp(-ρ ∫)gfdlk∫ρΣ, P'exp(-ρ ∫)gfl
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する項)が追加 される. これが地区内で実施 した施

策により地区外へ純便益としてスピルオーバーす

る部分である. 

(4)施 策(4)による開発タイミング早期化の便益帰

着構成表

施策(4)は都市政府が区画1の 所有者の役割を果

たすことを意味する. この場合の便益帰着構成表は, 

表一1における区画1の 所有者の便益と費用の項目

を都市政府に移動させ, 整理したものとなり, 表一1

から容易に推測可能である. 表一1と異なる点は区

画1の 所有者 と都市政府 との間で収支均衡が取れ

ていた税, 補助金の項が消去されることである. 社

会的純便益は表一1と 同じである. なお, 土地所有

権の獲得に要する費用は, 建物賃貸収入と区画2の

所有者からの税収から営業費用と建物建設費用返

済額を差 し引いた分によって賄われるものと考え

られる. 

6. おわ りに

本稿では経済動学の分野で開発 されてきた投資

タイ ミングモデルを発展させて, 災害脆弱地区の開

発が進行 しないメカニズムを描写するモデルを提

示し, それに基づいて災害脆弱地区の都市整備を促

進する施策の効果を分析 した. 

その結果, 各区画は開発後の純不動産収入が開発

前を上回る時点で開発 されることを示 した. この純

不動産収入は, 賃貸収入および建設費用, 建物資産

税率から構成されているため, 高い建設費用や建物

資産税率が開発タイ ミングを遅 らせることを示 し

た. さらに, 賃貸収入は他区画の開発状況の影響を

受けるため, 各区画の開発タイミングの遅れは, 各

区画の開発タイミングをより遅 らせる, すなわち, 

災害脆弱地区内における外部性の存在が開発タイ

ミングを最適なタイ ミングよりも遅らせることを

明らかにした. 

また既往研究1}2)で示されている点, すなわち土

地保有税が開発の早期化に寄与しないこと, 建物資

産税率の変更および建物建設費用の補助金給付は, 

個々の区画所有者に開発を早める誘因となりうる

こと, 税率等の変更の大きさが開発の早期化の程度

に影響を及ぼすことを確認 した. その上で, ある程

度の大きさ以上で税率の変更, 補助金の給付を行わ

なければ, 開発の早期化をもたらさないこと, ある

区画所有者のみに施策を実施すれば, 当該区画が開

発を早めるのみならず, 他の区画においても当該区

画と同時に開発する誘因をもっことを示した. また, 

公的主体がある区画を買収して開発すると, すべて

の区画で開発されないという均衡から離脱 し, 他の

区画においても即時に開発する誘因とな り得るこ

とを示した. 

続いて, 建物保有税率の変更, 補助金の給付, 公

的主体の区画買収による開発 という3タ イプの都

市整備の促進施策がもたらす開発タイミングの早

期化便益を帰着便益構成表アプローチによって分

析した. その結果, 都市整備の促進施策が地区, あ

るいは地域全体に与える社会的純便益は, 開発タイ

ミング早期化期間において建物利用者が享受する

防災性能の向上便益か ら区画所有者が負担する建

設費用と営業費用を差 し引いたものであることを

示した. これにより開発タイミングの早期化期間が

便益の大きさを規定しており, 開発タイ ミングの早

期化が社会的純便益の極大化に寄与することを示

した. 

本稿では防災性能の向上とい う外部効果を明示

的に取 り扱 うことにより, 少ない財源で効率的に地

域全体の開発を促進する方法を示した. すなわち, 

いくつかの区画の開発が早期化すれば, それに追随

して他の区画も開発が早期化するため, 全区画にお

いて開発タイミング早期化を実現させるには, いく

つかの区画が単独で開発タイ ミングを早期化する

分だけの減税や補助を行えばよい. ただし, 外部効

果が地価に与える影響の程度や地域特性により, 他

の区画が開発 されるか否かに左右される空間的範

囲は限られる. したがって, 連鎖する範囲が小さけ

れば, この施策の効果も小さくなるため, 実際に施

策を適用する際には, 近隣外部性の影響範囲につい

ての吟味が必要である. また, この方法ではある区

画所有者のみが得をするため, 公平性の問題が生じ

ることに注意が必要である. この問題を解消する方

法の1つ が公的主体による区画の開発であると考

えられる. 

なお, 本研究では都市基盤整備が対象地区の住環

境水準ρを変化させ, それが各区画所有者の行動に

影響していくプロセスについては考察していない. 

この点については別の機会に検討 して紹介 したい

と考えている. 
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(2000. 1. 11受 付)

ON THE EFFECTS OF URBAN DEVELOPMENT IN DISASTER-FRAGILE AREA

Taka UEDA and Akiyoshi TAKAGI

 There are disaster-fragile areas where old buildings are densely located and infrastructures are 

very poor. The areas have not been developed for many years just by private initiative so that they 

result in serious urban issues. This paper models such a situation so as to examine the effects of 

urban development policies. The model is based on the concept of self-fulfilling equilibrium with 

choice of development timing. According to Benefit Incidence Table Approach, we showed that 

social net benefit of urban development policies consists of the construction cost, the business cost 

burdened by the landowners and the benefit of the disaster prevention performance improvement 

enjoyable for the building users in the whole disaster-fragile area. 
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